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食品衛生関係営業施設等の監視指導に係る 

コンピュータ処理について（答申） 

 

  ２０２０年（令和２年）４月２７日付けで諮問（第１００９号）された食

品衛生関係営業施設等の監視指導に係るコンピュータ処理について，次のと

おり答申します。 

 

 

１  審議会の結論 

藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。

以下「条例」という。）第１８条の規定によるコンピュータ処理を行う

ことについては，適当であると認められる。 

 

２  実施機関の説明要旨 

   実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たりコンピュータ処

理を行う必要性は，次のとおりである。 

(1) 現状と諮問に至る経緯 

２０１８年（平成３０年）６月に食品衛生法が改正され，我が国は，

食を取り巻く環境変化や国際化に対応した食品の安全を確保するため，

広域的な食中毒事案への対策強化，食品等事業者（以下「事業者」と

いう。）による衛生管理の向上及び食品による健康被害情報等の把握を

的確に行うための措置を講ずることとなった。 

また，行政手続の電子化について，２０１６年（平成２８年）６月

２日に閣議決定された日本再興戦略２０１６では，事業者の生産性向

上を徹底的に後押しするため，事業者目線で規制改革を行い，行政手

続の簡略化及びＩＴ化を一体的に進める新たな規制・制度改革手法を

導入することとしている。特に営業の許認可など，事業者負担の重い

分野については,２０２０年（令和２年）までに行政手続コストの２

０％以上の削減を目指すこととしている。 



これらのことから，厚生労働省は，食品リコール情報の一元管理及

び情報発信，各種申請を要する食品事業者の増加への対応並びに牛肉

を輸出する際に必要な衛生証明書発行業務の効率化に対応するため，

食品衛生申請等システム（以下「システム」という。）を導入する。 

本市は，今後，食品衛生に関する事務を行うために，システムにロ

グインし，システム上で事業者の申請事項の確認及び代理入力を行う

必要がある。 

以上のことから，システム上で事業者の申請事項の代理入力を行う

ことは，コンピュータ処理に該当することから，条例第１８条の規定

に基づき，藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するものである。 

(2) コンピュータ処理を行う必要性について 

事業者は，インターネットを介してシステムに接続し，事業者の基

本情報の登録，食品リコール情報の登録及び食品に関する営業の申請

等を行い，生活衛生課食品衛生担当は，総合行政ネットワーク（ＬＧ

ＷＡＮ）を介してシステムに接続し，事業者の申請等内容を確認する。

インターネット環境がない等の理由により，システムを用いた入力が

できない事業者については，生活衛生課食品衛生担当が代理で入力を

行う。 

本市において，事業者の基本情報，食品のリコール情報及び食品に

関する営業の申請等の代理入力を行うため，コンピュータ処理が必要

である。 

(3) コンピュータ処理を行う内容について 

   ア 事業者基本情報について 

事業者は，事業者の基本情報をシステムに入力することで，シス

テムの利用登録を行う。 

生活衛生課食品衛生担当は，インターネット環境がない等の理由

により，システムを用いた基本情報の入力ができない事業者の代理

で入力を行う。 

   イ 食品リコール情報について 

事業者は，食品の回収事案が発生した際，当該事案をシステムに

登録する。また，当該食品の回収の進捗により回収状況（経過・終

了）を更新する。 

生活衛生課食品衛生担当は，インターネット環境がない等の理由

により，システムを用いた入力が行えず，回収事案の登録ができな

い事業者の代理で入力を行う。 

生活衛生課食品衛生担当は，事業者が回収事案を登録した際，シ

ステムの自動配信メールを受信し，その後システムにログインし，

回収事案の内容を確認する。なお，当該担当が確認したことは，シ



ステムを通じて事業者に通知される。また，内容に不備がないこと

を確認した回収事案を，システムを通じて厚生労働省に報告する。

なお，回収事案の情報は，厚生労働省のホームページを通じて消費

者に公開される。 

   ウ 食品営業許可申請及び届出について 

事業者は，食品に関する営業許可の申請及び届出をシステムを介

して行う。 

生活衛生課食品衛生担当は，インターネット環境がない等の理由

により，システムを用いた申請等の入力ができない事業者の代理で

入力を行う。 

生活衛生課食品衛生担当は，事業者が申請等した際，システムの

自動配信メールを受信し，その後システムにログインし，申請等内

容を確認する。なお，当該担当が確認したことは，システムを通じ

て事業者に通知される。また，申請等内容に不備がないことを確認

した後，従来どおりの方法により，許可等の審査及び許可書等の発

行を行う。 

(4) コンピュータ処理を行う項目について 

   ア 事業者の基本情報 

     (ｱ) 担当者基本情報 

ａ 氏名 

ｂ 郵便番号 

ｃ 住所 

ｄ 電話番号 

ｅ ファクシミリ番号 

ｆ 所属部署 

ｇ 生年月日 

ｈ 電子メールアドレス 

     (ｲ) 事業者基本情報 

ａ 事業形態（法人，個人） 

ｂ 法人番号 

ｃ 屋号／商号 

ｄ 住所 

ｅ 電話番号 

ｆ ファクシミリ番号 

ｇ 代表者氏名 

ｈ 代表者生年月日 

ⅰ 代表者電子メールアドレス 

ｊ 代表者肩書 



   イ 食品リコール情報 

     (ｱ) 届出者情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 届出者住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

ｇ 届出者氏名（法人にあっては，その名称及び代表者の氏名） 

     (ｲ) 回収委託先者等情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 営業者住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

ｇ 営業者氏名（法人にあっては，その名称及び代表者の氏名） 

     (ｳ) 製造所又は加工所情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号（製造者又は加工者） 

ｆ 施設の所在地 

ｇ 施設の名称，屋号，商号（法人にあっては，その名称） 

     (ｴ) 商品情報等 

ａ 商品等の一般名称 

ｂ 商品名 

ｃ 食品などの特定情報（形態，容量，消費期限，賞味期限，製

造番号，表示事項等） 

ｄ 回収の理由及び内容 

ｅ 回収着手時点における販売状況（販売先，販売日，販売数量

等） 

ｆ 回収に着手した年月日 

ｇ 回収の方法（回収方法，回収情報の周知方法，問合せ先，回

収品の保管場所，回収終了予定等） 

ｈ 回収状況（販売数量に対する回収数量，回収終了等） 

ⅰ 健康被害の発生状況 



ｊ 健康への危険の程度及び内容 

ｋ 画像（商品の全体がわかる画像，表示（食品関連事業者，製

造所・加工所，消費期限，賞味期限，製造番号・ロット番号等）） 

     (ｵ) 担当者情報 

ａ 担当者氏名 

ｂ 電話番号 

   ウ 食品営業許可申請及び届出 

     (ｱ) 申請者・届出者情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 申請者・届出者住所（法人にあっては，所在地） 

ｇ 申請者・届出者氏名（法人にあっては，その名称及び代表者 

の氏名） 

ｈ 生年月日 

ⅰ 食品衛生法第５５条第２項（該当の有無） 

     (ｲ) 営業施設情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 施設の所在地 

ｆ 施設の名称，屋号又は商号 

ｇ 食品衛生責任者の氏名，資格の種類，受講した講習会 

ｈ 食品衛生法施行令第１３条に規定する食品又は添加物の別 

ⅰ 食品衛生管理者の氏名，住所，職名，職種，職務内容，選任

（変更）年月日，履歴書，資格等を証する書面，資格の種類，

営業者に対する関係を証する書面，受講した講習会 

ｊ 主として取り扱う食品，添加物，器具又は容器包装 

ｋ 自由記載 

ｌ 使用水の種類 

ｍ 自動車登録番号 

ｎ 自動販売機の型番 

ｏ 業態 

ｐ ＨＡＣＣＰの取組 

     (ｳ) 業種に応じた情報 



ａ 指定成分等含有食品を取り扱う施設（該当の有無） 

ｂ 輸出食品取扱施設（該当の有無） 

ｃ 簡易飲食店営業施設（該当の有無） 

ｄ 生食用食肉処理を行う施設（該当の有無） 

ｅ ふぐの処理を行う施設（該当の有無） 

ｆ ふぐ処理者氏名，認定番号等 

     (ｴ) 添付書類 

ａ 施設の構造及び設備を示す図面 

ｂ 水質検査結果 

ｃ その他資料 

     (ｵ) 営業許可業種 

ａ 許可番号及び許可年月日 

ｂ 営業の種類 

ｃ 備考 

     (ｶ) 営業届出 

ａ 営業の形態 

ｂ 備考 

     (ｷ) 廃業年月日 

     (ｸ) 地位を承継する者の情報 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 届出者住所（法人にあっては，所在地） 

ｇ 届出者氏名（法人にあっては，その名称及び代表者名） 

ｈ 生年月日 

ⅰ 被相続人との続柄 

     (ｹ) 被相続人 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 被相続人の氏名 

ｆ 被相続人の住所 

ｇ 相続開始年月日 

ｈ 添付書類（戸籍謄本，同意書） 

     (ｺ) 合併により消失した法人 



ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 合併により消滅した法人の名称及び代表者氏名 

ｇ 合併により消滅した法人の所在地 

ｈ 合併年月日 

ⅰ 添付書類（登記事項証明書） 

     (ｻ) 分割前の法人 

ａ 郵便番号 

ｂ 電話番号 

ｃ ファクシミリ番号 

ｄ 電子メールアドレス 

ｅ 法人番号 

ｆ 分割前の法人の名称及び代表者の氏名 

ｇ 分割前の法人の所在地 

ｈ 分割年月日 

ⅰ 添付書類（登記事項証明書） 

     (ｼ) 担当者 

ａ 担当者氏名 

ｂ 電話番号 

(5) 安全対策について 

   ア 本市の安全対策 

     (ｱ) 生活衛生課食品衛生担当は，指紋と指静脈の複合認証によるユ

ーザー認証が行われた情報系端末から，総合行政ネットワーク

（ＬＧＷＡＮ）を介してシステムと接続する。 

     (ｲ) システムにログインする端末は，生活衛生課執務室内の端末に

限定し，利用する端末はワイヤーロックで施錠されている。 

     (ｳ) 生活衛生課は，事前にシステムの利用者登録を行い，交付され

たＩＤ及びパスワードを用いてシステムにログインする。システ

ムにログインするパスワードは，定期的に変更する。 

     (ｴ) 交付されたＩＤ及びパスワードの利用は，生活衛生課長に使用

を許可された食品衛生業務の担当職員に限定する。 

     (ｵ) やむを得ず紙に出力したデータについては，鍵のかかるキャビ

ネット等で管理し，使用後は執務室内でシュレッダーなどにより

確実かつ速やかに廃棄する。 

     (ｶ) 事業者がログインするインターネット側のシステムと生活衛



生課がログインするＬＧＷＡＮ側のシステムは，論理的にネット

ワークが分離されており，相互のアクセスが禁止されたシステム

として設計されている。 

   イ システム管理者（厚生労働省）の安全対策 

     (ｱ) システム管理者は，安全対策を行うため，システム開発業者に

情報セキュリティ管理計画書を提出させ遵守させる。当該計画書

は, 政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準を準

拠した厚生労働省情報セキュリティポリシーを遵守している。 

     (ｲ) システム開発業者が用意する設計・開発及び運用・保守作業を

実施する作業エリアは，外部から侵入が容易にできない管理区域

に設置されている。 

     (ｳ) 作業エリアへの入退室は，事前入館申請及び身分証の確認によ

り厳重に管理されている。 

     (ｴ) 作業エリアは，火災，水害，埃，振動，湿度及び温度等の影響

を可能な限り排除することができる専用の場所に設置されてい

る。 

(ｵ ) システムが構築されているクラウドサービスは， ISO/IEC 

27017:2015 認証を取得しており，セキュリティ対策が確実に実

施されている。 

(6) 実施時期（予定） 

２０２０年（令和２年）６月 

(7) 添付資料 

ア  食品衛生申請等システムについて(概要及びイメージ図) 

イ  担当者基本情報及び食品等事業者基本情報（システム入力画面） 

ウ  自主回収届（着手／変更／終了）（厚生労働省説明会資料） 

エ  営業許可申請・届出等に関する様式（厚生労働省通知） 

     (ｱ) 営業許可申請書・営業届（新規，継続／変更／廃業） 

     (ｲ) 地位承継届 

     (ｳ) 食品衛生管理者選任（変更）届 

オ 情報セキュリティ管理計画書（厚生労働省提供資料） 

カ  個人情報取扱事務届出書 

 

３  審議会の判断理由 

   当審議会は，次に述べる理由により，「１ 審議会の結論」のとおり

の判断をするものである。 

(1) コンピュータ処理を行う必要性について 

実施機関では，コンピュータ処理を行う必要性について，次のよう

に述べている。 



事業者は，インターネットを介してシステムに接続し，事業者の基

本情報の登録，食品リコール情報の登録及び食品に関する営業の申請

等を行い，生活衛生課食品衛生担当は，総合行政ネットワーク（ＬＧ

ＷＡＮ）を介してシステムに接続し，事業者の申請等内容を確認する。

インターネット環境がない等の理由により，システムを用いた入力が

できない事業者については，生活衛生課食品衛生担当が代理で入力を

行う。 

本市において，事業者の基本情報，食品のリコール情報及び食品に

関する営業の申請等の代理入力を行うため，コンピュータ処理が必要

である。 

以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性が認め

られる。 

(2) 安全対策について 

実施機関が「２ 実施機関の説明要旨」(5)アの(ｱ)から(ｶ)まで及

びイの(ｱ)から(ｵ)までに示す安全対策は，次のとおりである。 

ア  本市の安全対策 

   (ｱ) 必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできないよ

うにするための措置 

   ア(ｱ)，ア(ｴ) 

(ｲ) システムの不正アクセスを防止するための措置 

   ア(ｳ) 

(ｳ) ネットワークを通じた情報漏えいを防止するための措置 

   ア(ｱ)，ア(ｶ) 

(ｴ) 利用後にデータを確実に消去するための措置  

   ア(ｵ) 

(ｵ) 日常的な安全対策  

   ア(ｲ)，ア(ｳ)，ア(ｵ) 

イ  システム管理者（厚生労働省）の安全対策 

(ｱ) 安全対策を確認できるようにするための措置 

    イ(ｲ)，イ(ｳ)，イ(ｴ)，イ(ｵ) 

(ｲ) その他の安全対策を高めるための措置  

    イ(ｱ) 

以上のことから判断すると，安全対策上の措置が講じられていると

認められる。 

以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは，適当で

あると認められる。 

 

以  上 


